居宅介護支援費に係る特定事業所集中減算について
事業所が６ヶ月間に作成した居宅サービス計画のうち、訪問介護、通所介護、福祉用具貸与または地域密着型通所介護のサービスについて、正当な理由なく、特定の事業所の割合が８０％を超える場合は、減算適用期間中の居宅介護支援費の全てについて２００単位を所定単位数から減算することとなっております。
	
	判定期間
	減算期間
	提出締切

	前期
	３月１日～８月末日
	１０月１日～３月３１日
	９月１５日

	後期
	９月１日～２月末日
	４月１日～９月３０日
	３月１５日


※通所介護と地域密着型通所介護はそれぞれについて計算するのではなく、通所介護に地域密着型通所介護を含めて居宅サービス計画数を算出してください。
※判定期間…平成３０年度前期の判定期間は、４月１日～８月末日において作成された居宅サービス計画で計算をしてください。
※提出締切…前期　９月１５日・後期　３月１５日
　　　　 １５日が土・日・祝日の場合は翌開庁日まで
正当な理由
	番号
	理由

	１
	居宅介護支援事業者の通常の事業の実施地域に訪問介護サービス等が各サービスごとでみた場合に５事業所未満である場合などサービス事業所が少数である場合
例）訪問介護事業所として４事業所、通所介護事業所として１０事業所が所在する地域の場合は、訪問介護について紹介率最高法人を位置づけた割合が８０％を超えても減算は適用されないが、通所介護について８０％を超えた場合には減算が適用される。
例）訪問介護事業所として４事業所、通所介護事業所として４事業所が所在する地域の場合は、訪問介護及び通所介護それぞれについて紹介率最高法人を位置づけた割合が８０％を超えた場合でも減算は適用されない。

	２
	特別地域居宅介護支援加算を受けている事業者である場合

	３
	判定期間の１月当たりの平均居宅サービス計画件数が２０件以下であるなど事業所が小規模である場合

	４
	判定期間の１月当たりの居宅サービス計画のうち、それぞれのサービスが位置付けられた計画件数が１月当たり平均１０件以下であるなど、サービスの利用が少数である場合
例）訪問介護が位置付けられた計画件数が１月当たり平均５件、通所介護が位置づけられた計画件数が１月当たり２０件の場合は、訪問介護について紹介率最高法人を位置づけた割合が８０％を超えても減算は適用されないが、通所介護について８０％を超えた場合には減算が適用される。

	５
	サービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案した場合などにより特定の事業者に集中していると認められる場合
例）利用者から質が高いことを理由に当該サービスを利用したい旨の理由書の提出を受けている場合であって、地域ケア会議等に当該利用者の居宅サービス計画を提出し、支援内容についての意見・助言を受けているもの。

	６
	その他正当な理由と町長が認めた場合


申請について
◆紹介率８０％を超えた法人がない（作成のみで提出不要）
◆紹介率８０％を超えた法人があるが正当な理由が①～④の場合
　別紙１　居宅介護支援における特定事業所集中減算報告書
　別紙２　サービスごとの計算内訳書
◆８０％を超えて特別な理由もない場合（下記書類を町へ提出）
・別紙１　居宅介護支援における特定事業所集中減算報告書
・別紙２　サービスごとの計算内訳書
　減算ありの町からの通知受理後、下記の書類を提出
・介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
・介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
◆紹介率８０％を超えたが、正当な理由⑤・⑥に該当（下記書類を町へ提出）
　別紙１　居宅介護支援における特定事業所集中減算報告書
　別紙２　サービスごとの計算内訳書
5 に該当　
別紙３　特定事業所集中減算における正当な理由に係る理由書
　別紙４　特定事業所集中減算に係る意見・助言についての調書
6 に申出
別紙５　居宅介護支援費の算定にかかる特定事業所集中減算に関する「その他正当な理由」の申出について
ほか、正当な理由に該当することが確認できる書類
※正当な理由に該当しないと町が判断した場合は下記書類を提出
・介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
・介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
注意事項
・別紙１及び２はすべての居宅介護支援事業所が作成してください。
・書類は判定期間後に算定期間が完結してから５年間保存してください。
・紹介率提出がない事業所においても、事業所の実地指導などのときに確認する場合もあります。
